
　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額
法）、その他有価証券については時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法に
よる原価法により行っております。
　有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、１９９８年４月１日以後に取得した建物（建物附
属設備を除く。）並びに２０１６年４月1日以後に取得した建物付属設備及び構築物については
定額法）を採用しております。
　　　主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　　建物　　　７年～４７年
　　　　その他　　３年～２０年
　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェ
アについては、金庫内における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）（令和４年４月１４日）に規定する
正常先債権及び要注意先債権(要管理債債権除く)に相当する債権については、今後１年間の予
想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率
の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求めて算定しております。要管理先債権に
相当する債権については、今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、３
年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求めております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しておりま
す。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力のもとに資産査定部署
が資産査定を実施しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評
価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権
額から直接減額しており、その金額は１，５４４百万円であります。
　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、
当事業年度に帰属する額を計上しております。
　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって
おります。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりでありま
す。
　過去勤務費用　　：その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１１年）による
　　　　　　　　　　定額法により費用処理
　数理計算上の差異：各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１１
　　　　　　　　　　年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
　　　　　　　　　　費用処理
　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生
年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが
できないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割
合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　①　制度全体の積立状況に関する事項（２０２２年３月３１日現在）
　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　１，７４０，５６９百万円
　　　年金財政計算上の数理債務の額
　　　と最低責任準備金の額との合計額　　１，８０７，４２６百万円
　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　△６６，８５７百万円
　②　制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合
　　　（２０２２年３月３１日現在）　０．０７７６％
　③　補足説明
　　　　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務費用残高１６２，６１８百万
　　　円であります。本制度における過去勤務費用の償却方法は期間１９年０カ月の元利均等
　　　定率償却であり、当金庫は、当事業年度の計算書類上、当該償却に充てられる特別掛金
　　　１５百万円を費用処理しております。
　　　　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じる
　　　ことで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労
金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備
えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しておりま
す。
　偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見
込額を計上しております。
　役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数
料」「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち受入為替手数料
は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基づくもの
があります。
　為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足さ
れるため、原則として、一時点で収益を認識しております。
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っております。ただし、有形固定資産
に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。
　会計方針の変更
　企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和３年６月１
７日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会
計基準適用指針第２７－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによる当事業年度の損益に与
える影響はありません。
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業
年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
　　貸倒引当金　　３，３９３百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として５．に記載しております。
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務
者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価
し、設定しております。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う徳島県経済への影響
が懸念されますが、政府・自治体の経済対策や金融機関による支援等により、債務者区分等への
大きな影響はないとの仮定を置いたうえで、貸倒引当金を算定しております。当該新型コロナ
ウイルス感染症の影響に関する仮定については、前事業年度末における仮定から重要な変更
はありません。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況や個別貸出先の業績変化等により、当初
の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重
要な影響を及ぼす可能性があります。
　有形固定資産の減価償却累計額　　２，４８２百万円
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器等及び営業用車両についてはファイナン
ス・リース契約により使用しております。
　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権債務はありません。
　信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおり
であります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」の中の社債（その元本の償還及び利息の
支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募
（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、「その他資産」中の未収利息及び
仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるものであります。
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　　　２，６８４百万円
　危険債権額　　　　　　　　　　　　　　　　　２，１０９百万円

　三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　　　　－百万円
　貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　　　　　　－百万円
　合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，７９３百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の
申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権で
あります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化
し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延してい
る貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものでありま
す。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出
金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しない
ものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
　手形割引は、業種別監査委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有
しておりますが、その額面金額は１１８百万円であります。
　担保に供している資産は、次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券　　　　　　　　２１，０６２百万円
　　預け金（定期預金）　　　　　　５００百万円
　担保資産に対応する債務
　　預金　　　　　　　　　　　　６９百万円
　　借入金　　　　　　　　　　２，７３４百万円
　上記のほか、当座貸越契約の担保及び内国為替決済取引の担保として、預け金（定期預金）
６，０００百万円を差入れております。
　土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産
の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　　　１９９８年３月３１日（旧鳴門信用金庫）及び１９９９年３月３１日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年
３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号及び第３号に定める再評価の方法に基づいて、（奥
行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等）合理的な調整を行って算出しております。
　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額
と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　８２５百万円
　出資１口当たりの純資産額　　１７７円７２銭
　金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針
　　　当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（Ａ
　　ＬＭ）をしております。
（2） 金融商品の内容及びそのリスク
　　　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　　　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び
　　事業推進目的で保有しております。
　　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに
　　晒されております。
　　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
（3） 金融商品に係るリスク管理体制
　①　信用リスクの管理
　　　当金庫は、貸出規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別
　　案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応
　　など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　　　これらの与信管理は、各営業店のほか審査管理部により行われ、また、定期的に経営陣に
　　よる融資審査会やＡＬＭ委員会、ならびに常勤理事会を開催し、審議・報告を行っております。
　　　さらに、与信管理の状況については、経営企画部がチェックしております。
　　　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報や時価の把握を
　　定期的に行うことで管理しております。
　②　市場リスクの管理
　　　(ⅰ) 金利リスクの管理
　　　　　当金庫は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。
　　　　　ＡＬＭに関する規程及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記して
　　　　おり、ＡＬＭ委員会において決定されたＡＬＭに関する方針に基づき、常勤理事会にお
　　　　いて実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　　　　　日常的には、経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握
　　　　し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースでＡＬＭ
　　　　委員会や常勤理事会に報告しております。
　　　(ⅱ) 為替リスクの管理
　　　　　当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
　　　(ⅲ) 価格変動リスクの管理
　　　　　有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用委員会の方針に基づ
　　　　き、常勤理事会の監督の下、市場リスク管理規程に従い行われております
　　　　　このうち、総務部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の
　　　　設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　　　　　総務部で保有している株式の一部には、事業推進目的で保有しているものもあり、
　　　　取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
　　　　　これらの情報は総務部を通じ、資金運用委員会で協議し、常勤理事会に定期的に報
　　　　告されております。
　　　(iv) 市場リスクに係る定量的情報
　　　　　当金庫では、「有価証券」、「預け金」、「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」の市場
　　　　リスク量をVaRにより日次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内とな
　　　　るよう管理しております。
　　　　　当金庫のVaRは分散共分散法(保有期間６カ月、観測期間５年、信頼区間９９％)によ
　　　　り算出しており、２０２３年３月３１日（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク
　　　　量（損失額の推計値）は、全体で２，１６３百万円です。
　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　当金庫は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環
　　境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
　　条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　　　なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額
　　を含めて開示しております。
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　金融商品の時価等に関する事項
　２０２３年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり
ます（時価等の評価技法（算定方法）については（注1）参照）。なお、市場価格のない株式等及び
組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（＊１）　貸出金の「時価」は、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」で算定しております。
（＊２）　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊３）　その他有価証券には、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準
　　　の適用指針」（令和３年６月１７日）第24-3項及び第24-9項の基準価額を時価とみなす
　　　取扱いを適用した投資信託が含まれております。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
　金融資産
　　（1）預け金
　　　　　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
　　　　価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ご
　　　　とに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定
　　　　しております。
　　（2）有価証券
　　　　　株式は取引所の価格、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。
　　　　投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
　　　　　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については２５．から２６．に記
　　　　載しております。
　　（3）貸出金
　　　　　貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる金額と
　　　　して記載しております。
　　　　①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見
　　　　　積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒
　　　　　引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）の合計額から貸出金に対応する
　　　　　個別貸倒引当金を控除した価額
　　　　②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
　　　　③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づく区分ごと
　　　　　に、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引い
　　　　　た価額
　金融負債
　　（1）預金積金
　　　　　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ
　　　　なしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシ
　　　　ュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受
　　　　け入れる際に使用する利率を用いております。
　　（2）借用金
　　　　　借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を、同
　　　　様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算出しております。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融
　　　商品の時価情報には含まれておりません。

　（＊１）　非上場株式及び信金中央金庫出資金については、企業会計基準適用指針第１９号
　　　「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和２年３月３１日）第５項に基づき、時
　　　価開示の対象とはしておりません。
　（＊２）　組合出資金については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計
　　　基準の適用指針」（令和３年６月１７日）第２４‐１６項に基づき、時価開示の対象とはして
　　　おりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　（＊）　貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見
　　　込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　（＊）　預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。

　有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

　当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出
を受けた場合に契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸
付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は１６，７９８百万円で
あります。このうち契約残存期間が１年以内のものが７，９１４百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ
のものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ
らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金
庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が
付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する
ほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
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　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであ
ります。

●損益計算書注記
1. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
2. 出資1口当たり当期純利益額5円30銭
3. 収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、重要な会計方針と
　 あわせて注記しております。
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利　益
●資金運用・調達勘定平均残高、利息、利回り

（単位：百万円、利回り・%）

●役務取引等収支
（単位：千円）

●その他業務収支
（単位：千円）

●業務粗利益
（単位：千円）

・業務粗利益率＝業務粗利益÷資金運用勘定平均残高×100

・資金運用勘定は無利息預け金の平均残高を控除して表示しております。

区　　分

区　　分

資金運用勘定

役務取引等利益

資金調達勘定

うち貸出金

うち借用金

うち預け金

うち有価証券

うち預金積金

2021年度 2022年度

2021年度 2022年度

区　　分 2021年度 2022年度

区　　分 2021年度 2022年度

（平均残高） （利息）（利回り）

210,730 2,844 1.34
（平均残高） （利息）（利回り）

225,481 2,705 1.19

△ 158,123 △ 146,580
役務取引等収益 192,883 196,956
　受入為替手数料 63,579 57,992
　その他の受入手数料 120,344 133,622
　その他の役務収益 8,959 5,342
役務取引等費用 351,007 343,537
　支払為替手数料 18,531 15,158
　その他の支払手数料 11,573 12,459
　その他の役務費用 320,902 315,919

その他業務利益 △ 62,873

資金運用利益 2,778,884 2,644,663
　資金運用収益 2,844,846 2,705,523
　資金調達費用 65,962 60,859
役務取引等利益 △ 158,123 △ 146,580
　役務取引等収益 192,883 196,956
　役務取引等費用 351,007 343,537
その他業務利益 △ 79,878 △ 62,873
　その他業務収益 111,368 144,175
　その他業務費用 191,246 207,049
業務粗利益 2,540,881 2,435,209
業務粗利益率（%） 1.20 1.08

その他業務収益 144,175
　国債等債券売却益 113,323
　その他の業務収益 30,851
その他業務費用 207,049
　国債等債券売却損 97
　国債等債券償還損 206,456
　国債等債券償却 －

　その他の業務費用 324

98,485 1,910 1.94 96,140 1,849 1.92
32,702 74 0.22 46,325 154 0.33
76,878 829 1.07 80,963 673 0.83

241,609 65 0.02 235,358 60 0.02
218,119 65 0.02 215,876 60 0.02
23,426 0 0.00 19,421 0 0.00

資金運用収益（百万円）

0

1,000

2,000

3,000

2020年度 2021年度 2022年度

資金調達費用（百万円）

0
2020年度 2021年度 2022年度

2,705

業務粗利益（百万円）

0

1,000

2,000

3,000

2020年度 2021年度 2022年度

60

100

50

150

2,435

業務粗利益率（%）

0.00

0.50

1.00

1.50

2020年度 2021年度 2022年度

1.08

●業務純益
（単位：千円）

区　　分 2021年度 2022年度
業務純益 491,371
実質業務純益 554,921
　コア業務純益 648,152
　コア業務純益
　（投資信託解約損益を除く。） 622,464

2020年度

2020年度
（平均残高） （利息）（利回り）

220,602 2,846 1.29
98,049 1,995 2.03
46,959 55 0.11
72,671 765 1.05

228,914 79 0.03
217,269 78 0.03
11,583 0 0.00

2020年度

△ 164,687
178,603
69,866

103,020
5,715

343,290
21,097
9,582

312,610

2020年度

35,597
49,652
36,379
13,272
14,054
9,984

－
金融派生商品費用 169－

3,369

701

2020年度
2,766,333
2,846,226

79,892
△ 164,687

178,603
343,290
35,597
49,652
14,054

2,637,243
1.19

712,653
686,460
780,834

605,790

700,042
721,129
698,102

593,158

2,846 2,844

65
79

2,540
2,637

1.201.19

△ 79,878
111,368
92,370
18,998

191,246
6,630

－

3,709

180,113

792



　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額
法）、その他有価証券については時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原
価は主として移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等については移動平均法に
よる原価法により行っております。
　有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、１９９８年４月１日以後に取得した建物（建物附
属設備を除く。）並びに２０１６年４月1日以後に取得した建物付属設備及び構築物については
定額法）を採用しております。
　　　主な耐用年数は次のとおりであります。
　　　　建物　　　７年～４７年
　　　　その他　　３年～２０年
　無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自金庫利用のソフトウェ
アについては、金庫内における利用可能期間（主として５年）に基づいて償却しております。
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指
針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）（令和４年４月１４日）に規定する
正常先債権及び要注意先債権(要管理債債権除く)に相当する債権については、今後１年間の予
想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、1年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率
の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求めて算定しております。要管理先債権に
相当する債権については、今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、３
年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を
求めております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込
額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を計上しておりま
す。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、債権額から、担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除した残額を計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力のもとに資産査定部署
が資産査定を実施しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評
価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権
額から直接減額しており、その金額は１，５４４百万円であります。
　賞与引当金は、職員への賞与の支払に備えるため、職員に対する賞与の支給見込額のうち、
当事業年度に帰属する額を計上しております。
　退職給付引当金は、職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務の算定にあたり、
退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については期間定額基準によって
おります。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりでありま
す。
　過去勤務費用　　：その発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１１年）による
　　　　　　　　　　定額法により費用処理
　数理計算上の差異：各事業年度の発生時の職員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１１
　　　　　　　　　　年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から
　　　　　　　　　　費用処理
　また、当金庫は、複数事業主（信用金庫等）により設立された企業年金制度（総合設立型厚生
年金基金）に加入しており、当金庫の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することが
できないため、当該年金制度への拠出額を退職給付費用として処理しております。
　なお、当該企業年金制度全体の直近の積立状況及び制度全体の拠出等に占める当金庫の割
合並びにこれらに関する補足説明は次のとおりであります。
　①　制度全体の積立状況に関する事項（２０２２年３月３１日現在）
　　　年金資産の額　　　　　　　　　　　１，７４０，５６９百万円
　　　年金財政計算上の数理債務の額
　　　と最低責任準備金の額との合計額　　１，８０７，４２６百万円
　　　差引額　　　　　　　　　　　　　　　△６６，８５７百万円
　②　制度全体に占める当金庫の掛金拠出割合
　　　（２０２２年３月３１日現在）　０．０７７６％
　③　補足説明
　　　　上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務費用残高１６２，６１８百万
　　　円であります。本制度における過去勤務費用の償却方法は期間１９年０カ月の元利均等
　　　定率償却であり、当金庫は、当事業年度の計算書類上、当該償却に充てられる特別掛金
　　　１５百万円を費用処理しております。
　　　　なお、特別掛金の額は、予め定められた掛金率を掛金拠出時の標準給与の額に乗じる
　　　ことで算定されるため、上記②の割合は当金庫の実際の負担割合とは一致しません。
　役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労
金の支給見積額のうち、当事業年度末までに発生していると認められる額を計上しております。
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請求に備
えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り、必要と認める額を計上しておりま
す。
　偶発損失引当金は、信用保証協会への負担金の支払いに備えるため、将来の負担金支払見
込額を計上しております。
　役務取引等収益は、役務提供の対価として収受する収益であり、内訳として「受入為替手数
料」「その他の受入手数料」「その他の役務取引等収益」があります。このうち受入為替手数料
は、為替業務から収受する受入手数料であり、送金、代金取立等の内国為替業務に基づくもの
があります。
　為替業務及びその他の役務取引等にかかる履行義務は、通常、対価の受領と同時期に充足さ
れるため、原則として、一時点で収益を認識しております。
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っております。ただし、有形固定資産
に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。
　会計方針の変更
　企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（令和３年６月１
７日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会
計基準適用指針第２７－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が
定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによる当事業年度の損益に与
える影響はありません。
　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業
年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。
　　貸倒引当金　　３，３９３百万円
　貸倒引当金の算出方法は、重要な会計方針として５．に記載しております。
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。「債務
者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能力を個別に評価
し、設定しております。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う徳島県経済への影響
が懸念されますが、政府・自治体の経済対策や金融機関による支援等により、債務者区分等への
大きな影響はないとの仮定を置いたうえで、貸倒引当金を算定しております。当該新型コロナ
ウイルス感染症の影響に関する仮定については、前事業年度末における仮定から重要な変更
はありません。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況や個別貸出先の業績変化等により、当初
の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重
要な影響を及ぼす可能性があります。
　有形固定資産の減価償却累計額　　２，４８２百万円
　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務用機器等及び営業用車両についてはファイナン
ス・リース契約により使用しております。
　理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権債務はありません。
　信用金庫法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおり
であります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」の中の社債（その元本の償還及び利息の
支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の私募
（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、「その他資産」中の未収利息及び
仮払金並びに債務保証見返の各勘定に計上されるものであります。
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権額　　　　２，６８４百万円
　危険債権額　　　　　　　　　　　　　　　　　２，１０９百万円

　三月以上延滞債権額　　　　　　　　　　　　　　　－百万円
　貸出条件緩和債権額　　　　　　　　　　　　　　　－百万円
　合計額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４，７９３百万円
　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の
申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権で
あります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化
し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更
生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延してい
る貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものでありま
す。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、
利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出
金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に該当しない
ものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
　手形割引は、業種別監査委員会実務指針第２４号に基づき金融取引として処理しております。
これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有
しておりますが、その額面金額は１１８百万円であります。
　担保に供している資産は、次のとおりであります。
　担保に供している資産
　　有価証券　　　　　　　　２１，０６２百万円
　　預け金（定期預金）　　　　　　５００百万円
　担保資産に対応する債務
　　預金　　　　　　　　　　　　６９百万円
　　借入金　　　　　　　　　　２，７３４百万円
　上記のほか、当座貸越契約の担保及び内国為替決済取引の担保として、預け金（定期預金）
６，０００百万円を差入れております。
　土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延
税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産
の部に計上しております。
　再評価を行った年月日　　　１９９８年３月３１日（旧鳴門信用金庫）及び１９９９年３月３１日
　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年
３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号及び第３号に定める再評価の方法に基づいて、（奥
行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等）合理的な調整を行って算出しております。
　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額
と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額　　８２５百万円
　出資１口当たりの純資産額　　１７７円７２銭
　金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針
　　　当金庫は、預金業務、融資業務および市場運用業務などの金融業務を行っております。
　　　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及び負債の総合的管理（Ａ
　　ＬＭ）をしております。
（2） 金融商品の内容及びそのリスク
　　　当金庫が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対する貸出金です。
　　　また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式であり、満期保有目的、純投資目的及び
　　事業推進目的で保有しております。
　　　これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リスク、市場価格の変動リスクに
　　晒されております。
　　　一方、金融負債は主としてお客様からの預金であり、流動性リスクに晒されております。
（3） 金融商品に係るリスク管理体制
　①　信用リスクの管理
　　　当金庫は、貸出規程及び信用リスクに関する管理諸規程に従い、貸出金について、個別
　　案件ごとの与信審査、与信限度額、信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応
　　など与信管理に関する体制を整備し運営しております。
　　　これらの与信管理は、各営業店のほか審査管理部により行われ、また、定期的に経営陣に
　　よる融資審査会やＡＬＭ委員会、ならびに常勤理事会を開催し、審議・報告を行っております。
　　　さらに、与信管理の状況については、経営企画部がチェックしております。
　　　有価証券の発行体の信用リスクに関しては、総務部において、信用情報や時価の把握を
　　定期的に行うことで管理しております。
　②　市場リスクの管理
　　　(ⅰ) 金利リスクの管理
　　　　　当金庫は、ＡＬＭによって金利の変動リスクを管理しております。
　　　　　ＡＬＭに関する規程及び要領において、リスク管理方法や手続等の詳細を明記して
　　　　おり、ＡＬＭ委員会において決定されたＡＬＭに関する方針に基づき、常勤理事会にお
　　　　いて実施状況の把握・確認、今後の対応等の協議を行っております。
　　　　　日常的には、経営企画部において金融資産及び負債の金利や期間を総合的に把握
　　　　し、ギャップ分析や金利感応度分析等によりモニタリングを行い、月次ベースでＡＬＭ
　　　　委員会や常勤理事会に報告しております。
　　　(ⅱ) 為替リスクの管理
　　　　　当金庫は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理しております。
　　　(ⅲ) 価格変動リスクの管理
　　　　　有価証券を含む市場運用商品の保有については、資金運用委員会の方針に基づ
　　　　き、常勤理事会の監督の下、市場リスク管理規程に従い行われております
　　　　　このうち、総務部では、市場運用商品の購入を行っており、事前審査、投資限度額の
　　　　設定のほか、継続的なモニタリングを通じて、価格変動リスクの軽減を図っております。
　　　　　総務部で保有している株式の一部には、事業推進目的で保有しているものもあり、
　　　　取引先の市場環境や財務状況などをモニタリングしています。
　　　　　これらの情報は総務部を通じ、資金運用委員会で協議し、常勤理事会に定期的に報
　　　　告されております。
　　　(iv) 市場リスクに係る定量的情報
　　　　　当金庫では、「有価証券」、「預け金」、「貸出金」、「預金積金」及び「借用金」の市場
　　　　リスク量をVaRにより日次で計測し、取得したリスク量がリスク限度額の範囲内とな
　　　　るよう管理しております。
　　　　　当金庫のVaRは分散共分散法(保有期間６カ月、観測期間５年、信頼区間９９％)によ
　　　　り算出しており、２０２３年３月３１日（当事業年度の決算日）現在で当金庫の市場リスク
　　　　量（損失額の推計値）は、全体で２，１６３百万円です。
　③　資金調達に係る流動性リスクの管理
　　　当金庫は、ＡＬＭを通して、適時に資金管理を行うほか、資金調達手段の多様化、市場環
　　境を考慮した長短の調達バランスの調整などによって、流動性リスクを管理しております。
（4） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　　　金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提
　　条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　　　なお、金融商品のうち貸出金については、簡便な計算により算出した時価に代わる金額
　　を含めて開示しております。
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　金融商品の時価等に関する事項
　２０２３年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであり
ます（時価等の評価技法（算定方法）については（注1）参照）。なお、市場価格のない株式等及び
組合出資金は、次表には含めておりません（（注２）参照）。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。

（＊１）　貸出金の「時価」は、「簡便な計算により算出した時価に代わる金額」で算定しております。
（＊２）　貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。
（＊３）　その他有価証券には、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計基準
　　　の適用指針」（令和３年６月１７日）第24-3項及び第24-9項の基準価額を時価とみなす
　　　取扱いを適用した投資信託が含まれております。

（注１）金融商品の時価等の評価技法（算定方法）
　金融資産
　　（1）預け金
　　　　　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
　　　　価額を時価としております。満期のある預け金については、残存期間に基づく区分ご
　　　　とに、新規に預け金を行った場合に想定される適用金利で割り引いた現在価値を算定
　　　　しております。
　　（2）有価証券
　　　　　株式は取引所の価格、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。
　　　　投資信託は取引所の価格又は公表されている基準価額によっております。
　　　　　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については２５．から２６．に記
　　　　載しております。
　　（3）貸出金
　　　　　貸出金は、以下の①～③の方法により算出し、その算出結果を時価に代わる金額と
　　　　して記載しております。
　　　　①　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来キャッシュ・フローの見
　　　　　積りが困難な債権については、貸借対照表中の貸出金勘定に計上している額（貸倒
　　　　　引当金控除前の額。以下「貸出金計上額」という。）の合計額から貸出金に対応する
　　　　　個別貸倒引当金を控除した価額
　　　　②　①以外のうち、変動金利によるものは貸出金計上額
　　　　③　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に基づく区分ごと
　　　　　に、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引い
　　　　　た価額
　金融負債
　　（1）預金積金
　　　　　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみ
　　　　なしております。また、定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシ
　　　　ュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、新規に預金を受
　　　　け入れる際に使用する利率を用いております。
　　（2）借用金
　　　　　借用金については、一定の期間ごとに区分した当該借用金の元利金の合計額を、同
　　　　様の借入において想定される利率で割り引いて現在価値を算出しております。

（注２）市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融
　　　商品の時価情報には含まれておりません。

　（＊１）　非上場株式及び信金中央金庫出資金については、企業会計基準適用指針第１９号
　　　「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（令和２年３月３１日）第５項に基づき、時
　　　価開示の対象とはしておりません。
　（＊２）　組合出資金については、企業会計基準適用指針第３１号「時価の算定に関する会計
　　　基準の適用指針」（令和３年６月１７日）第２４‐１６項に基づき、時価開示の対象とはして
　　　おりません。

（注３）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　（＊）　貸出金のうち、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等、償還予定額が見
　　　込めないもの、期間の定めがないものは含めておりません。

（注４）借用金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

　（＊）　預金積金のうち、要求払預金は「１年以内」に含めて開示しております。

　有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

　当事業年度中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出
を受けた場合に契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸
付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は１６，７９８百万円で
あります。このうち契約残存期間が１年以内のものが７，９１４百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そ
のものが必ずしも当金庫の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これ
らの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当金
庫が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が
付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求する
ほか、契約後も定期的に（半年毎に）予め定めている金庫内手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
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　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであ
ります。

●損益計算書注記
1. 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
2. 出資1口当たり当期純利益額5円30銭
3. 収益を理解するための基礎となる情報は、貸借対照表の注記において、重要な会計方針と
　 あわせて注記しております。

28．

利　益
●受取利息、支払利息の増減

（単位：千円）

・受取利息、支払利息の合計額には「その他の受取（支払）利息」が含まれております。
・残高および利回りによる増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。

●経営諸比率
（単位：%）

●経費の内訳
（単位：千円）

・業務純益率＝業務純益÷資金調達勘定平均残高×100
・総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益÷総資産（除く債務保証見返）平均残高×100

2021年度
（残高による増減）（利回りによる増減） （純増減）

区　　分

受取利息

2022年度

8,869 △ 85,085△ 93,955

（残高による増減）（利回りによる増減） （純増減）

△ 45,297 △ 60,882△ 15,584　うち貸出金利息

8,631 18,95310,322 △ 18,566 79,77598,342　うち預け金利息

44,843 64,10419,261 44,058 △ 156,025△ 200,083　うち有価証券利息配当金

△ 2,026 △ 137,133合　　計

合　　計

支払利息

　うち預金利息・給付補てん備金繰入額 307 △ 13,721△ 14,029 △ 647 △ 4,855△ 4,208
　うち借用金 850 △ 225△ 1,076 △ 90 △ 225△ 134

△ 13,947 △ 5,080

区　　分

業務純益率

2021年度 2022年度

区　　分 2021年度 2022年度

0.29 0.20
総資産経常利益率 0.20 0.11
総資産当期純利益率 0.04 0.06
総資金利鞘 0.55 0.37
　資金運用利回り 1.34 1.19
　資金調達原価率 0.79 0.82
預金原価率 0.87 0.89

人件費 1,184,439 1,205,599
　報酬給料手当 951,860 986,250
　退職給付費用 96,656 77,993
　その他 135,922 141,355
物件費 650,263 645,031
　事務費 247,000 252,870
　　旅費・交通費 1,386 1,848
　　通信費 46,184 47,044
　　事務機械賃借料 6,615 6,920
　　事務委託費 138,890 135,560
　固定資産費 124,674 121,740
　　土地建物賃借料 9,539 8,908
　　保全管理費 79,953 78,514
　事業費 48,176 58,358
　　広告宣伝費 17,425 17,143
　　交際費・寄贈費・諸会費 17,290 19,445
　人事厚生費 12,338 13,139
　減価償却費 120,697 112,107
　その他 97,375 86,813
税金 36,023 36,266

合　　計 1,870,726 1,886,897

業務純益率（%）

2020年度 2021年度 2022年度
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